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令和2年5月8日現在（第1版）

新型コロナウイルス感染症に対応する医療従事者等宿泊費補助制度Ｑ＆Ａ

補助対象者の要件について

（Ｑ１） 奈良県内の医療機関に勤務していれば、補助の対象となりますか？

Ａ１ 奈良県内の医療機関のうち、入院受入医療機関、帰国者・接触者外来

を設置している医療機関及びその他知事が必要と認めた団体におい

て、新型コロナウイルス感染症患者の治療や検査等に対応されている医

療従事者を対象としています。

その他知事が必要と認めた団体とは、帰国者・接触者外来を設置してい

る地区医師会や軽症者宿泊療養施設を設置している地方公共団体をいい

ます。この場合は、団体において、宿泊した医療従事者等が新型コロナウイ

ルス感染症に対する医療提供に従事していたことの証明や交付申請のとり

まとめを行っていただく必要があります。

手続について不明な点は、個別にご相談ください。

（Ｑ２） 勤務する医療機関で発熱患者を診察（接触）しましたが、補助の対

象となりますか？

Ａ２ 新型コロナウイルス感染症患者（検査結果が陽性であった方）の治療や

検査等に対応されている医療従事者等を対象としていますので、発熱や

疑い段階での対応については補助の対象ではありません。

（Ｑ３） 介護施設に勤める医療従事者ですが、補助の対象となりますか？

Ａ３ Q2のとおり、新型コロナウイルス感染症患者（検査結果が陽性であった

方）の治療や検査等に対応されている医療従事者等を対象としておりま

すので、介護施設の医療従事者は補助の対象ではありません。

（Ｑ４） Ｑ１の医療機関に勤務する全ての職員が補助の対象となりますか？

Ａ４ 職種は、医師や看護師に限りません。

Ｑ１の医療機関が、新型コロナウイルス感染症に対する医療提供に従事

していたことを証明した場合は対象となります。

（Ｑ５）Ｑ１の医療機関の正規職員ではありませんが、派遣（応援等）で新

型コロナウイルス感染症に対する医療提供に従事した場合は、補助

の対象となりますか？
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Ａ５ 雇用形態に関わらず、Ｑ１の医療機関が、新型コロナウイルス感染症に

対する医療提供に従事していたことを証明した場合は対象となります。

なお、この場合は、実際に勤務を行った医療機関を通じて、補助金交付

申請を行ってください。

（Ｑ６）宿泊者が奈良県外に在住している場合も対象となりますか。

Ａ６ Ｑ１の医療機関に勤務されている方であれば、居住地を問いません。

宿泊施設について

（Ｑ７）自宅以外の場所で宿泊した場合は、全て補助の対象となりますか？

Ａ７ 補助の対象となるのは、実際に宿泊費用として支出した場合のみです。

なお、同様の目的で、ホテルやウィークリーマンションなどを借り上げた

場合の費用についても要件（①宿泊者が勤務した医療機関により新型コロ

ナウイルス感染症に対する医療提供に従事していたことを証明し、②上限

額までの範囲である）を満たせば、補助の対象となります。

宿泊日について

（Ｑ８）勤務のために前泊や後泊をした場合は、補助の対象となりますか？

Ａ８ 前泊や後泊について、Ｑ１の医療機関が新型コロナウイルス感染症に対

する医療提供に従事するために必要と証明した場合は、対象となりま

す。

（Ｑ９）月・木・金の勤務のため、月曜日から金曜日に４泊しましたが、補

助の対象となりますか？

月 火 水 木 金

勤務 勤務 勤務

宿 泊

Ａ９ 原則として、新型コロナウイルス感染症に対する医療提供に従事し

た期間の宿泊が補助の対象となります。ただし、勤務日以外の日につい

て、Ｑ１の医療機関が、新型コロナウイルス感染症に対する医療提供に従

事するために必要と証明した場合は、対象となります。



- 3/5 -

（Ｑ10）医療従事者個人の場合

○月１０日まで新型コロナウイルス感染症に対する医療提供に従事

していましたが、それ以降は対応していません。週単位や月単位で宿

泊場所を借り上げていますが、契約期間すべてについて補助の対象と

なりますか。

Ａ10 Q9のとおり、新型コロナウイルス感染症に対する医療提供に従事して

いた期間の宿泊が補助の対象となります。

週単位や月単位で契約していても、実際に新型コロナウイルス感染症

に対する医療提供に従事した期間の宿泊のみが補助の対象となります

ので、その場合は領収書の金額のうち、必要な期間の分だけを割り戻

して申請してください。

(例） 契約 ○月１日～１４日

従事期間 ○月１日～１０日

請求額 領収書金額 × １０／１４

（※１人１泊あたり上限１０，０００円を超えないこと）

補助対象額について

（Ｑ11）宿泊施設の割引サービスを受けた場合、補助金の対象となりますか？

Ａ11 補助対象額は、実際に宿泊施設等に支払われた金額（ただし、１人１泊

上限10,000円）となりますので、割引サービスを受けた後の実費相当

額となります。

（Ｑ12）食事付きのプランで宿泊した場合は、補助金の対象となりますか？

Ａ12 宿泊施設のプランに関わらず、宿泊費に含まれる諸経費や食事代につ

いては対象となります。

宿泊費に含まれない諸経費や食事代（宿泊費と別に自分で食事を注文

・用意した場合）などは対象外です。

交付申請手続について

（Ｑ13）どのような手順で申請を行えばよいですか？

Ａ13 申請書に必要書類を添付して、県に提出してください。

※ 医療従事者個人が申請者となる場合は、勤務を行った

医療機関を通じて提出します。

↓

県は、申請書及び添付書類を審査し、交付決定・額の確定を行い、申請
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者に通知します。（※の場合は、医療機関を経由して通知）

↓

申請者は、交付決定額について、県に請求書を提出します。

（※の場合は、医療機関を経由して提出）

↓

県は、申請者に対して交付決定額（＝請求額）を支払います。

（※の場合は、個人の口座に支払い）

具体的には、補助金交付申請の手引きを参照してください。

（Ｑ14）医療従事者個人から直接申請することはできますか？

Ａ14 医療従事者個人として申請することはできますが、当該宿泊期間につ

いて、Ｑ１の医療機関において新型コロナウイルス感染症に対する医療

提供に従事していたことの証明が必要となりますので、直接申請する

のではなく、すべて勤務を行った医療機関を通じて申請することとな

ります。

（Ｑ15）医療機関が医療従事者個人の申請書を進達する場合、複数の申請を

まとめて進達することはできますか？

Ａ15 医療機関が複数の申請をまとめて進達することはできます。

（Ｑ16）医療機関が新型コロナウイルス感染症に対する医療提供に従事した

ことを証明する際、どのような観点で証明を行えばよいですか？

Ａ16 Q8、Q9のとおり、原則として、新型コロナウイルス感染症に対する

医療提供に従事した期間の宿泊が補助の対象となりますが、前泊や後

泊、連続しない勤務期間にかかる宿泊であっても、当該医療従事者等が

基礎疾患を有する家族と同居しており帰宅することが困難である等、勤

務のために必要であると認められる場合は、証明を行ってください。

ただし、宿泊機関と勤務期間が乖離しているような場合については、審

査に当たり、勤務表などの提出を求める場合があります。

（Ｑ17）同じ申請者から何度も申請することはできますか？

Ａ17 同一宿泊者の異なる宿泊日につき申請を分けることは可能です。

ただし、申請ごとに書類提出が必要になりますので、可能な範囲で、

一定の期間（１か月分など）ごとにまとめて提出してください。

また、医療従事者個人による申請で、早期に交付が必要な場合は、２週

間ごとにまとめて提出していただくことも可能です。詳細については、

個別にご相談ください。
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（Ｑ18）医療機関が宿泊施設等を借り上げた場合、宿泊者一覧（第１－２号

様式）は必要ですか？

Ａ18 医療機関が宿泊施設等を借り上げて医療機関がその費用を負担した

場合は、上限（１室１泊あたり10,000円）までの範囲であれば、利用実

績に関わらず、補助の対象となります。ただし、今後の事業の実施方法

等について状況を把握する必要があることから、第１－２号様式につい

ても作成をお願いしております。

（Ｑ19）概算払いはできますか？

Ａ19 事業の性質上、精算払いのみとなります。

医療機関が宿泊施設等を借り上げた場合において、数か月単位の契約

であっても、毎月支払いが発生するような場合は、支払月ごとに交付

申請を行うことはできます。

（Ｑ20）領収書を紛失した場合は、申請は可能ですか？

Ａ20 申請の添付書類として、領収書（原本）を提出していただく必要があり

ます。宿泊施設で再発行の手続をしていただくか、宿泊日、宿泊施設、

支払代金及び支払者の氏名が確認できる書類を添付してください。

（Ｑ21）個人で自宅とは別にウィークリーマンションなどを借り上げた場合

も対象となりますか？その場合は、どのような書類を添付すればよ

いですか？

Ａ21 当該宿泊期間について、Ｑ１の医療機関において新型コロナウイルス

感染症に対する医療提供に従事していたことの証明が必要ですが、個

人で宿泊場所を借り上げた場合も、１室１泊当たり１０，０００円を上限

として補助の対象となります。この場合は、①宿泊場所の借上げにか

かる契約書（写し）、②領収書（原本）及び③住所地と宿泊場所が異な

ることが確認できるもの（運転免許証の写し等）を添付していただく

必要があります。

申請書類について不明な点は、個別にお問い合わせください。


